
堆肥供給組織による運搬散布サービスの提供条件に関する研究

目 的

畜産農家から発生する家畜ふん尿由来の堆肥を，耕種

農家に安定供給するために，運搬散布サービスを提供で

きる堆肥供給組織（堆肥センター，堆肥生産・利用組合）

の存在がますます重要になっている．そのため，運搬散

布サービスを提供できる堆肥供給組織の育成支援は，堆

肥流通促進のための重要なテーマと考える．一方，普及

現場からは，運搬散布サービスの提供条件を検討する際

の課題として，経験年数・通作条件・散布面積別の供給

コストが明らかにされていないため，コスト削減の方策

や料金の設定が不明確である点が指摘されている．

そこで，本研究では，広島県内の先進事例をもとに，

堆肥供給組織による運搬散布サービスの供給コストを，

これらの作業条件をふまえて試算したうえで，運搬散布

サービスの提供条件を考察する．

方 法

本研究の調査対象である広島県 S市の T堆肥センター

利用組合（以下，組織 T）は，畜種が乳用牛のみで，年間

約７０haの運搬散布サービスを提供している．作業日ごと

の主な人員は５～６人で，作業内訳とそれぞれの人員・使

用機械は次のとおりである．①堆肥積み込み作業：１人・

６５kWホイールローダ１台，②堆肥運搬作業：２～３人・

２tダンプトラック２～３台，③堆肥積み替え作業：１人・

キャリアブリッジ１台＋５９kWトラクタ１台，④堆肥散

布作業：１人・４８kW自走式マニュアスプレッダ１台．

本研究では，組織 Tの運搬散布サービスの供給コスト

について，その平均費用を算出する．そして，算出した

平均費用をもとに，経験年数・通作条件・散布面積と平

均費用の関係を検討するための試算を行う．

結 果

１）平均費用の算出方法

平均費用は次の費目から構成される．

平均費用＝労働費＋減価償却費＋車検・保険料＋燃料費

＋修繕費＋牽引用トラクタ１台の借り上げ費

＋機械保管場所の地代＋資本利子………（１）

労働費＝賃金×労働時間 Y……………………………（２）

なお，単位はすべて円／１０aであり，１０a当たり堆肥散布

量基準は２．６m３とする．また，Y は（４）式による推定値

を表す．

２）労働時間の推定

労働時間の推定には，組織 Tの作業日誌に記載されて

いる１９９８年から２００４年までの１６７日のデータのうち，利

用可能な１３７日（平均１．３２人・h／１０a，標準偏差０．４９）

を用いる．作業日ごとの１０a当たり労働時間 Y は，井上・

高橋（２００５）を参考に次式とする．

Y＝a＋blnF＋clnW＋d lnD＋elnS＋f１E１＋f２E２＋f３E３＋gR

＋hP＋i１A１＋i２A２……………………………………（３）

ただし，Y は散布面積当たりの各作業者の延べ出役時間

（人・h／１０a）を，F は散布圃場の平均面積（a／筆）を，

W は出役時間（h）を，D は通作距離（堆肥センターと圃

場群の直線距離；km）を，S は圃場分散度（大黒ら

（２００３）；km）を，Ej（ j＝１，２，３）は組織設立年数 j年目＝

１，他＝０とするダミー変数を，R は作業期の初日か最終

日＝１，他＝０とするダミー変数を，P は水稲作付前散布＝

１，飼料作物作付前・収穫後の散布＝０とするダミー変数

を，A１は堆肥散布量３．９m３／１０a＝１，他＝０とするダミー

変数を，A２は堆肥散布量５．２m３／１０a＝１，他＝０とするダ

ミー変数を表す．なお，a，b，c，d，e，f１，２，３，g，h，i１，２

はそれぞれ推定すべきパラメータである．

（３）式を最小二乗法で推定した結果，パラメータの符

号と大きさに矛盾のない，以下の（４）式が得られた．括

弧内は t値で，＊は１％水準で有意差があることを表す．

Y＝３．１１６－０．５３８lnF－０．３０６lnW＋０．２４４lnD＋０．０５３lnS

（８．９７＊）（－５．４８＊）（－３．４２＊）（４．８３＊） （１．５４）

＋０．５００E１＋０．４３１E２＋０．２３０E３＋０．２３２R＋０．１５１P

（６．５６＊）（５．００＊）（２．８４＊）（３．１７＊）（２．６２＊）

＋０．１５４A１＋０．９２０A２………………………………（４）

（１．２３） （８．９９＊） Adj.R２＝０．６６５

（４）式より，労働時間の推定値 Y は組織設立年数（以下，

設立年数）E，通作距離 D，圃場分散度 S などからなる

関数で表せる．また，（２）式より，労働費は Y の関数で

あり，平均費用は労働費の関数であることから，労働費

ならびに平均費用は E，D，S の関数として表すことができ

る．

３）試算の前提条件

平均費用の試算では，E，D，S，年間散布面積が平均費

用に及ぼす影響を検討するために，以下の複数のケース

を想定する．
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（１）式で平均費用を構成する費目のうち，労働費の算

出方法とその前提条件を述べる．一般に，堆肥の散布面

積が増加するほど通作距離は増加し，圃場分散度も高ま

る．そこで，年間散布面積について，その起点は組織 T

の実績値と同じ７０haとし，起点７０haから拡大するに伴

い，D と S の平均値が高まるものとし，以下の３つのケー

スを設定する．

【ケース１】年間散布面積１％増加に対して，D：０．６％増

加，S：０．４％増加

【ケース２】同，D：１．２％増加，S：０．６％増加

【ケース３】同，D：１．８％増加，S：０．８％増加

これら数値の設定は，年間散布面積，D，S について，堆

肥センターに最近接する集落を作業対象とするサンプル

と全サンプルの平均値を比較した結果，当該集落から全

５集落への拡大を想定すると，年間散布面積１％の増加に

対して，Dと Sの平均値がそれぞれ，０．６％，０．４％の増

加を示したことによる．また，ケース２・３は，堆肥散布

面積の拡大に伴い，通作条件がケース１よりも厳しくな

るケースである．なお，他の作業条件は，年間散布面積

と独立であり，一定と仮定する．また，E の区分は，１～

３年目と４年目以上とする．

平均費用を構成する労働時間 Y における，E，D，S 以外

の変数については，そのサンプル平均値を外挿した．ま

た，減価償却費等の固定費は，規模によらず一定である

と仮定し，モデルケースとなる組織 Tの実績値を外挿し

た．

４）平均費用の試算結果

平均費用の試算結果から（第１図），次の３点を指摘す

ることができる．第１に，設立年数１～３年目と４年目以

上の平均費用は，組織の経験蓄積による労働費低下によ

り，７０～１５０haの年間散布面積で，１０a当たり４３０～５７０

円の格差が生じる．第２に，ケース１の操業度効果（同

一装備での操業度の違いにもとづく平均費用の低減効果）

は年間散布面積１４５～１５０ha程度まで，ケース２は１２５～

１３５ha程度まで，ケース３は１１０～１２０ha程度までとみら

れる．第３に，１０a当たり平均費用の下限値は，設立年数

１～３年目のケース１・２・３で３，１２３円・３，３４２円・３，４８３

円，４年目以上のケース１・２・３で２，６８１円・２，８８２円・

３，０２６円である．

考 察

堆肥供給組織による運搬散布サービスの提供条件とし

て，供給コストの側面から次の３点が指摘できる．①最

適操業規模（平均費用が最小となる年間散布面積）の把

握と，それをふまえた料金設定・労働力確保．第１図で

は，設立年数４年目以上の最適操業規模の場合，１０a当た

り２．７～３．１千円以上の収入で黒字になる．②先進事例の

ノウハウの蓄積とその活用．第１図では，経験蓄積に伴

い，平均費用が低下する傾向に加え，最適操業規模が拡

大する傾向にある．③地域の通作条件の把握．第１図で

は，通作距離や圃場分散度の条件に応じて，平均費用な

らびに最適操業規模は異なる．
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